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1  基本的な考え方 

1－1  趣旨 

国は、急速な少子高齢化等の進展に的確に対応し、特に若い世代の地方から東京圏への人

口流出に歯止めをかけ、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたり活力ある

日本社会を維持していくことを目的に、平成26年11月28日、「まち・ひと・しごと創生法」

を制定しました。 

また、本町においても少子高齢化の進展等に伴い、生産年齢人口が減少傾向にあり、その

克服を図るために、地域経済の発展と活力ある地域社会の形成を目指していかなければなり

ません。 

このため、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、国や北海道が策定した総合戦略を十

分に勘案しながら、本町の実情を踏まえ、人口・経済・地域社会の課題に一体的に取り組む

べく、「浜中町創生総合戦略」を策定します。 

1－2  まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 

日本の人口は、平成20(2008)年をピークに減少局面に入っており、令和35(2053)年

には9,９00万人程度になると推計されています。人口減少は地域経済の縮小を呼び、地域

経済の縮小が人口減少を加速させるという負のスパイラルに陥るリスクが高くなっていま

す。 

そのため、人口減少を克服し地方創生を成し遂げるために・・・ 

①「東京一極集中」を是正する 

②若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する 

③地域の特性に即して地域課題を解決する 

といった基本的視点から、人口、経済、地域社会の課題に対して一体的に取り組むことが重

要となっています。 

そこで、国は次の４つを政策の基本目標とする「第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を策定し、地方における様々な政策による効果を集約し、人口減少に歯止めをかけ、東京一

極集中の是正を進めていくとしています。 

【政策の基本目標】 

基本目標①：稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 
やりがいを感じることのできる魅力的な仕事・雇用機会を十分に創出。 

基本目標②：地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる 
東京圏への一極集中の是正に向けて、若者等の夢や希望を抱いて地方へ移住する動き

を支援。魅力ある学びの場をつくることで、地方への若者の定着を促進。 

基本目標③：結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
子ども・子育て本部等とまち・ひと・しごと創生本部が一体となって実効性のある少

子化対策を総合的に推進。 

基本目標④：ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる 
質の高い暮らしのためのまちの機能の充実。豊かな自然、観光資源、文化、スポーツ

など地域の特色ある資源を最大限に活かし、地域の活性化と魅力向上。 



 
 

-2- 
 

1－3  北海道創生総合戦略の概要 

北海道の人口は、国全体が経済成長期にあった1960年代以降、全国で見ても低い出生や

道外への人口流出により、徐々に増加の幅が小さくなりました。その結果、平成9(1997)

年をピークに減少に転じた後、全国を上回るスピードで人口減少が進んでいます。 

また今後、このままの推移で人口が減少した場合、超高齢化の人口構造とも相まって、経

済、暮らし、行政等の幅広い分野において、地域社会の存亡にも関わる極めて深刻な事態と

なることが危惧されています。 

この状況を打開するためには、北海道により多くの人を呼び込んで定着させ、増やしてい

くことが求められます。そのためには、これまでの考え方に代わる価値観を見い出しながら、

北海道ならではの魅力を引き出し、独自の発展を遂げていくという気概を持って、人口減少

という危機を突破する必要があります。 

こうした観点から、北海道は「第２期北海道創生総合戦略」を策定し、北海道の創生を進

めるにあたり、2040年に450万人から460万人程度の人口規模を維持するという長期展

望に立ち、道民が共有するめざす姿とその実現に向けた取組みの基本方向を次のように示し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 北海道創生総合戦略のめざす姿と取組みの基本方向 

【取組みの基本方向】 

(1)一人ひとりの希望をかなえる 

広大な大地と恵まれた環境の中、安心して子どもを育み、道民一人ひとり

の個性に応じた活躍の場をつくる 

(2)安心して暮らせる豊かな地域をつくる 

個性的な自然・歴史・文化・産業等を有する多様な地域において、人口減

少下においても将来にわたり安心して暮らし続けることのできる生活の場

をつくる 

(3)活力ある産業・雇用をつくる 

豊かな自然や高い食料供給力など多様な資源を活かし、力強い経済と、生

き生きと働くことのできる就業の場をつくる 

(4)多様な連携により地域の活力をつくる 

地域の枠を越えた連携・協働や、北海道を応援する多くの方々の力を取り

込み、地域の活力をつくる 

【めざす姿】 

幅広い世代が集い、つながり、心豊かに暮らせる包容力のある北海道 
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1－4  浜中町創生総合戦略の位置付け 

1－4－1 国・北海道の創生総合戦略との関連 

浜中町創生総合戦略は、浜中町人口ビジョンの内容を踏まえるとともに、国の「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」及び北海道の「北海道創生総合戦略」を勘案し、整合性を図りま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 国・北海道の総合戦略等との関連 

 

1－4－2 第６期浜中町まちづくり総合計画との関連 

浜中町創生総合戦略（第２期）の計画期間は、「第６期浜中町まちづくり総合計画」の計

画期間（前期 令和２年度～令和６年度）と合致し、総合戦略の基本的な考え方は総合計画

との整合性を十分に図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 第６期浜中町まちづくり総合計画との関連 

 

1－4－3 計画期間 

浜中町創生総合戦略（第２期）の計画期間は、令和２年度～令和６年度の５カ年とします。 

 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 
・基本的な考え方 
・政策の企画、実行にあたっての基本方針 
・今後の施策の方向 

北海道創生総合戦略 
・北海道創生重点戦略 
・基本戦略 
・効果的な進捗管理 

勘案 

連携 
勘案 

浜中町創生総合戦略 浜中町人口ビジョン 

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R11年度 R12年度

浜中町創生
総合戦略

前期 実施計画

第６期
浜中町

まちづくり
総合計画

基本構想 基本計画

後期 実施計画

浜中町創生総合戦略
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1－4－4 総合戦略の策定・推進体制 

市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定については、「まち・ひと・しごと創生法」

第１０条第１項で規定されています。 

そこで、本町は庁内における策定・推進組織として、町長を本部長とする「浜中町総合戦

略推進本部」を設置し、その下部組織として、総合戦略策定のために必要な調査・検討を行

う３つの「総合戦略策定プロジェクトチーム」を設置しました。 

更に、浜中町創生総合戦略の策定及び推進等に関して広く意見を聴取するため、外部組織

として、産業団体、金融機関、教育・福祉関係者等で構成する「浜中町総合戦略推進委員会」

を設置しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 総合戦略の策定・推進体制 

1－4－5 目標設定と進捗管理 

この総合戦略は、政策分野毎に基本目標を設定するとともに、具体的な施策については、

客観的な重要業績評価指標（KPI）を設定します。 

また、計画・実行・評価・改善の PDCA サイクルを確立し、効果的な戦略策定と着実な

実行、実施した施策・事業の効果を検証し、必要に応じて総合戦略を見直しながら推進して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 PDCA サイクル

浜中町総合戦略推進本部 
人口ビジョン、総合戦略の策定 
総合戦略の推進及び実施状況の検証 
【構成】 
・本部長：町長 
・副本部長：副町長、教育長 
・本部員：各課長等 

総合戦略策定プロジェクトチーム 
人口ビジョン、総合戦略の策定及び推進に必
要とされる具体的な調査と検討 
総合戦略の推進及び実施状況の検証 
【構成】 
担当部署の係長による構成（計３チーム） 
・産業振興プロジェクトチーム 
・子ども、子育て支援プロジェクトチーム 
・安心、安全なくらしプロジェクトチーム 

浜中町総合戦略推進委員会 
総合戦略の策定に関すること 
総合戦略に掲げた施策等に関する効果等の
検証に関すること 
【構成】委員１９名 
・産業関係者、福祉関係者、教育関係者、自

治会関係者、金融関係者、その他 
※オブザーバー：北海道釧路総合振興局 

戦略策定支援担当部長 

町議会 

町 民 

報告

意見

情報提供

意見

意見提言

Ｐlan（計画） 

総合戦略 

Do（実行） 

施策・事業の実施 

Check（評価） 

施策・事業の進
捗の把握・評価 

Action（改善） 

必要に応じて見直し 

KPI：K
．
ey P

．
erformance I

．
ndicators

目標の達成度合いを測る指標 
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2  浜中町創生総合戦略の評価 

2016（平成28）年３月に策定した浜中町創生総合戦略に基づき、自然減対策、社会減

対策の両面から、各分野における取組を推進してきました。 

この間の人口動態を見ると、自然動態について、合計特殊出生率は、やや上昇傾向で推移

しており直近４年の平均で1．82と目標値を上回っています。 

生産年齢人口は、2014（平成26）年からの５年間で約10％の減少にとどまっており、

目標値を達成しています。ただし、社会減少に関しては、ほぼ横ばいとなっており、転出超

過に歯止めがかかっていない状況となっています。 

人口の社会減（転入－転出）は、40歳前後の年代で多くなっておりますが、これは、主

力産業である農業・漁業に関するものは他の年代と大きく変わりませんが、企業等や教員の

転勤が、30歳前後で転入し、40歳前後で転出する方が多い傾向にあると分析されます。 

上記の通り、総合戦略（第１期）では、各種取組により一定の成果が確認されていますが、

将来人口は、前回以上に減少することが想定されており、更なる取り組みが不可欠であると

考え、第１期戦略を基本とした「第２期浜中町創生総合戦略」を策定することとしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳（総務省）、人口動態調査（厚労省）より作成 ※住民基本台帳（各年 1 月 1 日現在） 

 図 6 合計特殊出生率と出生数の推移 図 7 生産年齢人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳人口移動報告（総務省） ※住民基本台帳人口移動報告（総務省） 

図 8 浜中町からの転出人口の推移     図 9 年齢階層別の社会増減数 

4 年平均:1.82
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3  基本目標の設定 

3－1  基本目標 

国の「第 2 期まち・ひと・しごと創生総合戦略」で示されている４つの政策の基本目標は

次のとおりとなっています。 

 

 

 

 

「浜中町創生総合戦略（第２期）」の基本目標は、国の基本目標に沿った形で設定します。 

また、基本目標を達成するために取り組む施策の基本的な方向性、関連する施策等とその

重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3－2  施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標① 魅力あふれる地場産業の振興と安定した雇用を創出する 

①産業後継者の確保及び新規就業者等の育成 
②新商品の開発等、地場産品の付加価値向上 
③雇用環境の充実による多様な就業機会の創出 
④地域資源を活用した知名度向上と交流人口の拡大 
⑤異業種間の交流等による出会いの場の提供 

基本目標③ 誰もが安心・安全を実感して住み続けられるまちづくり 

①一人ひとりの命を守る災害に強いまちづくり 
②誰もが安心して住み続けられる生活環境等の整備 
③公共施設の適正な更新と廃校校舎等の有効活用 

基本目標② 若い世代が希望を持って結婚・出産・子育てができる環境を構築する 

①安心して子どもを産むことができる体制の充実 
②安心して子どもを育てるための支援強化 
③安心して子どもを預けられる保育環境の整備 
④霧多布高等学校の魅力づくり 
⑤地域の特色を生かした教育活動の推進 

①稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 

②地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる 

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる

【浜中町創生総合戦略（第２期）の基本目標】 
■基本目標① 魅力あふれる地場産業の振興と安定した雇用を創出する 

豊かな自然を活かし、基幹産業である農業、漁業を中心とした産業振興を図り、若
い世代にとって「魅力」と「やりがい」のある仕事を創出します。 

■基本目標② 若い世代が希望を持って結婚・出産・子育てができる環境を構築する
若い世代の「結婚して子どもを産み育てたい」という希望をかなえるため、結婚・出

産・子育てにおける支援充実を図り、安心して子どもを産み育てられる環境づくりを
進めます。 

■基本目標③ 誰もが安心・安全を実感して住み続けられるまちづくり 
住環境、災害対策の充実を図りながら、あらゆる人が安心して暮らせる環境づくり

に取り組みます。
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4  具体的な施策 

基本目標① 魅力あふれる地場産業の振興と安定した雇用を創出する 

将来にわたって基幹産業である農業・漁業を守っていくことは、本町の人口減少対策

の基本です。今後は、特に若年層の産業後継者の確保・人材育成を強化するとともに、

恵まれた地域資源を活かした地場産品の付加価値化やブランド化、更には６次産業化に

取り組むことで、一次産業と関連した新たな雇用の場の創出を目指します。また、本町

の優れた観光素材等を十分に生かしながら、交流人口の拡大を目指します。 

指標 基準値 数値目標 

生産年齢人口 3,331 人（平成 31 年） 2,800 人以上確保（令和６年） 

 

【施策 1 産業後継者の確保及び新規就業者等の育成】 

施策に関する基本的な方向性 関連する施策等 重要業績評価指標（KPI）

 基幹産業である農業・漁業

の振興のため、意欲ある担

い手の確保と育成、若年者

の定着を促進します。 

 商工業における事業者の経

営安定のための支援策等を

充実させます。 

 後継者の確保や将来を担う

人材育成を図り、産業面で

の実践活動に結びつける施

策を推進します。 

①新規就農者誘致事業 

 

②産業後継者対策事業 

 

 

 

 

 

③漁業技術習得支援事業 

 

④エゾシカ等 

有害鳥獣対策事業

⑤商工業経営改善支援事業

 

 

⑥人づくり事業の推進 

①新規就農者数 

５年間で１０件

②Ｕターン・新規学卒によ

る後継者人数 

農 業 ５年間で ５人

漁 業 ５年間で ５人

商工業 ５年間で ５人

合 計 ５年間で １５人

③漁業技術習得者人数 

５年間で５人

④新規狩猟免許取得人数 

５年間で５人

⑤商工業の起業及び 

商業継承店数 

５年間で２０件

⑥人づくり助成実施 

事業者数 

5 年間で５件
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【施策 2 新商品の開発等、地場産品の付加価値向上】 

施策に関する基本的な方向性 関連する施策等 重要業績評価指標（KPI）

 本町の地場産品について、

新商品開発やブランド化

等、付加価値向上に向けた

対策を推進します。 

 地場産品の魅力増大に取り

組む団体や企業等の連携を

支援します。 

 地場産品の生産、加工、販売

の一体化による新たな産業

の創出を促進します。 

①特産品開発等推進事業 

 

 

 

②新技術導入等支援事業 

 

 

③６次産業化等支援事業 

 

①特産品ブランド化

開発件数 

５年間で１５件

 

②新技術導入件数 

５年間で１０件

 

③６次産業等支援件数 

５年間で５件

 

【施策３ 雇用環境の充実による多様な就業機会の創出】 

施策に関する基本的な方向性 関連する施策等 重要業績評価指標（KPI）

 求人求職者間の雇用のミス

マッチングを解消するため

の取組みを推進します。 

①雇用対策促進事業 

 

①雇用対策促進取組件数 

５年間で５件

 

【施策４ 地域資源を活用した知名度向上と交流人口の拡大】 

施策に関する基本的な方向性 関連する施策等 重要業績評価指標（KPI）

 豊かな自然や食材等、地域

の特性を十分に生かしなが

ら、交流人口の拡大に向け

た取組みを推進します。 

 本町の情報発信の強化を図

るとともに、宣伝普及活動

を積極的に推進します。 

 東京特別区との交流事業

等、管内市町村との広域連

携事業を推進します。 

①観光交流イベント事業 

 

②観光施設の整備と 

      適正管理 

③各種媒体を活用した情報

発信・ＰＲの強化 

④広域観光推進事業 

 

⑤都市圏における誘客活

動、物産普及事業 

 

⑥地域おこし協力隊の活用

 

 

⑦浜中町移住体験事業 

 

①イベント参加者数 

5 年間で１０％増加

②観光施設整備件数 

５年間で１０件

③ＰＲ事業実施回数 

５年間で１５件

④事業実施件数 

５年間で１５件

⑤都市圏誘客活動･物産普

及事業実施件数 

５年間で２５件

⑥地域おこし協力隊の 

イベント参加回数 

5 年間で１５回

⑦お試し住宅利用者数 

5 年間で１５組
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【施策５ 異業種間の交流等による出会いの場の提供】 

施策に関する基本的な方向性 関連する施策等 重要業績評価指標（KPI）

 積極的な異業種間によるイ

ベントや地域づくりの取組

みを通じて、出会いの機会

を支援します。 

①異業種間交流事業 ①異業種間交流事業 

実施件数 

５年間で１０件
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基本目標② 
若い世代が希望を持って結婚・出産・子育てができる環境を構
築する 

浜中町の合計特殊出生率は1．58であり、全国平均と比べると11％、全道平均と比べ

ると25％高い数値になっています。しかし、人口減少に歯止めをかけるためには、基幹

産業である農業・漁業を中心に、特に若い世代の方々が、働きながらしっかり子育てが

できる環境を整える必要があります。そのために、これまでにない新たな取組みを進め

ながら、子育て環境の充実を目指します。 

指標 基準値 数値目標 

合計特殊出生率 1.5８人（平成３０年） ２.０人（令和６年） 

 

【施策 1 安心して子どもを産むことができる体制の充実】 

施策に関する基本的な方向性 関連する施策等 重要業績評価指標（KPI）

 本町には、産婦人科や不妊

治療を行う専門医療機関が

なく、その場合、近隣市町へ

の通院を余儀なくされてい

ることから、妊娠や出産に

関する支援を充実させ、出

生数の増加を目指します。 

 町内の独身男女の結婚を促

進する活動を推進します。 

①妊産婦の通院に係る交通

費の助成事業 

 

②一般不妊治療費助成事業

 

③出産祝金支給事業 

 

 

④結婚祝金支給事業 

①妊産婦通院交通費 

助成事業活用件数 

5 年間で２００件

②一般不妊治療費助成件数

5 年間で５件

③出産祝金支給件数 

５年間で２００件

 

④結婚祝金支給件数 

５年間で８０件

 

【施策 2 安心して子どもを育てるための支援強化】 

施策に関する基本的な方向性 関連する施策等 重要業績評価指標（KPI）

 共働き家庭であっても、安

心して働きながら子育てが

できる環境にするため、子

育てに関する悩みを解決

し、子どもが健やかに育つ

よう、子育て支援の充実を

図ります。 

①高校生世代までの子ども

医療費の全額無料化 

 

②子どもインフルエンザ予

防接種料の一部助成事業

（高校３年生まで） 

③母親同士の交流機会及び

子育て相談体制の充実 

 

④放課後児童クラブの受入

体制等の充実 

①高校世代までの医療費 

助成率 

毎年１００％

②１歳～１８歳以下のイン

フルエンザ予防接種率 

５年後の接種率７０%

③母親同士の交流機会 

実施件数 

５年間で５０件以上

④放課後児童クラブ入所 

児童受入数 

５年間で１０％増加
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【施策 3 安心して子どもを預けられる保育環境の整備】 

施策に関する基本的な方向性 関連する施策等 重要業績評価指標（KPI）

 保護者が働きながら子育て

ができるよう、ニーズに即

した保育の提供を行うとと

もに、保護者の負担軽減を

図り、子どもが健やかに育

つための各種支援の充実を

目指します。 

①一時預かり保育の実施 

 

②保育料の負担軽減の拡大

 

③子育て支援センターの内

容充実 

 

④保育サービスの充実（保

育時間の見直し） 

①一時預かり保育利用数 

５年間で１，０００件

②保育料助成率 

毎年１００%

③子育て支援センター 

利用者数 

５年間で１０%増加

④延長保育利用者数 

５年間で１０％増加

 

【施策４ 霧多布高等学校の魅力づくり】 

施策に関する基本的な方向

性 
関連する施策等 重要業績評価指標（KPI）

 町内外から霧多布高等学校

に進学する生徒のために、

学校生活を送る上で独自性

のある支援を強化します。 

 生徒数の減少を防ぐととも

に、霧多布高等学校ならで

はの教育活動を展開し、魅

力に溢れた町立高校を目指

します。 

①学校給食の実施 

②生徒スキルアップ事業 

③遠距離通学者に対する定

期券助成事業 

④遠距離通学者のためのバ

ス運行事業 

⑤特色ある教育活動の推進

（浜中学、環境・産業視察

研修、海外交流派遣他） 

⑥特色ある教育カリキュラ

ムの創設 

⑦町独自による学習支援員

の配置 

①～⑦ 

霧多布高等学校への進学率

5 年間で１０%増加

 

 

 

【施策５ 地域の特色を生かした教育の推進】 

施策に関する基本的な方向性 関連する施策等 重要業績評価指標（KPI）

 小・中・高等学校が一貫し、

地域の特性を生かした教育

活動を推進することによ

り、本町の将来を担う人材

の育成に努めます。 

①小・中学校における土曜

授業の実施 

②小・中・高等学校におけ

る環境・産業教育の推進

③地域との協働を通じた学

校づくり 

①土曜授業実施回数 

5 年間で１５回

②環境・産業教育実施率 

毎年１００%

③コミュニティスクール 

事業実施件数 

５年間で５０回
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基本目標③ 誰もが安心・安全を実感して住み続けられるまちづくり 

何よりも、浜中町に居住する人達が安心して生産活動に従事し、将来にわたって住み

続けてもらうためには、日常の生活基盤の向上を図るとともに、災害からしっかり安全

が確保されることが必要です。特に、浜中町は過去に多くの自然災害に遭遇した経験と

その教訓をもとに「災害に強いまちづくり」を進めており、今後は人口減少対策の一環

として、町民一人ひとりの安心・安全な暮らしを守っていきます。 

指標 基準値 数値目標 

浜中町からの社会減の抑制 ２７４人（平成３０年） ２４０人（令和６年） 

 

【施策 1 一人ひとりの命を守る災害に強いまちづくり】 

施策に関する基本的な方向

性 
関連する施策等 重要業績評価指標（KPI）

 地震や津波災害をはじめ、

様々な自然災害から町民一

人ひとりの命をしっかり守

るため、ハードとソフトが

一体となった総合的な防災

対策を推進します。 

①一時避難施設への防災備

蓄品の常時配備 

 

②津波防災避難訓練や避難

所運営訓練の実施 

③防災意識の向上 

 

④救命意識の向上 

①一時避難施設への 

備蓄品配備 

毎年１００%

②避難訓練参加者数 

５年間で２０%増加

③防災教育実施回数 

５年間で５回

④救命講習会の実施回数 

５年間で１０回
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【施策 2 誰もが安心して住み続けられる生活環境等の整備】 

施策に関する基本的な方向

性 
関連する施策等 重要業績評価指標（KPI）

 誰もが安心して住み続ける

ためには、日常生活を送る

中で、その利便性を大きく

向上させることが必要であ

ることから、住宅やインフ

ラ全般にわたる生活環境の

向上に努めます。 

①安心すまいる促進事業に

よる新築・リフォーム実

施者への一部助成 

 

②地域公共交通運行事業 

 

③光回線やＷｉ－Ｆｉステ

ーションの設置等、情報

通信網の整備促進 

④道路ストック総点検事業

等による町道等、交通環

境の整備 

⑤下水道等、水洗化の普及

促進 

⑥広域医療体制の充実 

 

⑦地域医療体制の確立 

①安心すまいる促進事業 

助成件数 

５年間で１００件

 

②本町が運行する地域公共

交通利用者数 

５年間で１０%増加

③光回線人口カバー率 

５年間で１００%

 

④町道等の整備箇所数 

５年間で２５件

 

⑤町内の水洗化率 

５年後に８５％

⑥広域医療連携事業数  

５年間で２事業

⑦派遣医師の診察患者数 

５年間で１０％増加

 

【施策 3 廃校校舎等の有効活用と空家対策】 

施策に関する基本的な方向

性 
関連する施策等 

重要業績評価指標

（KPI） 

 町内で廃校となった学校施

設への民間導入等を促進

し、有効活用を図ります。 

また、町内に散見される空

家対策を進めていきます。 

①民間活用等を導入した廃

校舎の利用促進 

②空家等対策事業 

①廃校利用数 

５年間で２件

②空き家除去費用の 

助成件数 

５年間で１０件

 

 


